
第６７号議案

新城市税条例の一部を改正する条例の専決処分の承認

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第３項の規定により、議会の承

認を求める。

平成３０年６月７日提出

新城市長 穂 積 亮 次

専決第３号

新城市税条例の一部改正

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項本文の規定により、次の

とおり専決処分する。

平成３０年３月３１日専決

新城市長 穂 積 亮 次

新城市条例第２１号

新城市税条例の一部を改正する条例

新城市税条例（平成１７年新城市条例第９１号）の一部を次のように改正する。

第２０条中「第５２条」を「第５２条第１項及び第４項」に、「及び」を「並びに」

に改める。

第４７条の５第３項中「第４７条の５第１項」と」の次に「、「の特別徴収義務者」

とあるのは「（同項に規定する年金所得に係る仮特別徴収税額をいう。以下同じ。）

の特別徴収義務者」と」を加える。

第４８条第２項中「第３２１条の８第２４項」を「第３２１条の８第２６項」に改

め、同条第７項中「第５２条第２項」を「第５２条第４項」に改める。

第５２条第１項及び第２項中「によって」を「により」に改め、同項を同条第４項

とし、同条第１項の次に次の２項を加える。

２ 第４８条第５項の規定は、前項の延滞金額について準用する。この場合において、

同条第５項中「前項の規定にかかわらず、次に掲げる期間（詐偽その他不正の行為

により市民税を免れた法人が法第３２１条の１１第１項又は第３項の規定による更

正があるべきことを予知して提出した修正申告書に係る市民税又は令第４８条の

１６の２第３項に規定する市民税にあっては、第１号に掲げる期間に限る。）」と



あるのは、「当該当初申告書の提出により納付すべき税額の納付があった日（その

日が第５２条第１項の法人税額の課税標準の算定期間の末日の翌日以後２月を経過

した日より前である場合には、同日）から第５２条第１項の申告書の提出期限まで

の期間」と読み替えるものとする。

３ 第５０条第４項の規定は、第１項の延滞金額について準用する。この場合におい

て、同条第４項中「前項の規定にかかわらず、次に掲げる期間（詐偽その他不正の

行為により市民税を免れた法人についてされた当該増額更正により納付すべき市民

税又は令第４８条の１５の５第４項に規定する市民税にあっては、第１号に掲げる

期間に限る。）」とあるのは、「当該当初申告書の提出により納付すべき税額の納

付があった日（その日が第５２条第１項の法人税額の課税標準の算定期間の末日の

翌日以後２月を経過した日より前である場合には、同日）から同条第１項の申告書

の提出期限までの期間」と読み替えるものとする。

第５２条に次の２項を加える。

５ 第４８条第５項の規定は、前項の延滞金額について準用する。この場合において、

同条第５項中「前項の規定にかかわらず、次に掲げる期間（詐偽その他不正の行為

により市民税を免れた法人が法第３２１条の１１第１項又は第３項の規定による更

正があるべきことを予知して提出した修正申告書に係る市民税又は令第４８条の

１６の２第３項に規定する市民税にあっては、第１号に掲げる期間に限る。）」と

あるのは、「当該当初申告書の提出により納付すべき税額の納付があった日（その

日が第５２条第４項の連結法人税額の課税標準の算定期間の末日の翌日以後２月を

経過した日より前である場合には、同日）から第５２条第４項の申告書の提出期限

までの期間」と読み替えるものとする。

６ 第５０条第４項の規定は、第４項の延滞金額について準用する。この場合におい

て、同条第４項中「前項の規定にかかわらず、次に掲げる期間（詐偽その他不正の

行為により市民税を免れた法人についてされた当該増額更正により納付すべき市民

税又は令第４８条の１５の５第４項に規定する市民税にあっては、第１号に掲げる

期間に限る。）」とあるのは、「当該当初申告書の提出により納付すべき税額の納

付があった日（その日が第５２条第４項の連結法人税額の課税標準の算定期間の末

日の翌日以後２月を経過した日より前である場合には、同日）から同条第４項の申

告書の提出期限までの期間」と読み替えるものとする。



第５４条第７項中「第１０条の２の１０」を「第１０条の２の１２」に改める。

附則第３条の２第２項中「第５２条」を「第５２条第１項及び第４項」に、「同条」

を「これら」に改める。

附則第４条第１項中「第５２条に」を「第５２条第１項及び第４項に」に、「同項」

を「前条第２項」に、「同条」を「これらの規定」に改める。

附則第１０条の２第３項を削り、同条第４項中「附則第１５条第２項第７号」を「附

則第１５条第２項第６号」に改め、同項を同条第３項とし、同条中第５項を第４項と

し、第６項を第５項とし、同条第７項中「附則第１５条第３２項第２号イ」を「附則

第１５条第３２項第３号イ」に改め、同項を同条第６項とし、同条第８項中「附則第

１５条第３２項第２号ロ」を「附則第１５条第３２項第３号ロ」に改め、同項を同条

第７項とし、同条第９項中「附則第１５条第３２項第２号ハ」を「附則第１５条第

３２項第３号ハ」に改め、同項を同条第８項とし、同条第１０項から第１２項までを

１項ずつ繰り上げ、同条第１３項中「附則第１５条の８第４項」を「附則第１５条の

８第２項」に改め、同項を同条第１２項とする。

附則第１０条の３第３項中「附則第１５条の８第３項」を「附則第１５条の８第１

項」に改め、同項第２号中「附則第１２条第１７項」を「附則第１２条第８項」に改

め、同条第４項中「附則第１５条の８第４項」を「附則第１５条の８第２項」に、「附

則第１２条第２１項第１号ロ」を「附則第１２条第１２項第１号ロ」に改め、同条第

５項中「附則第１５条の８第５項」を「附則第１５条の８第３項」に改め、同項第２

号中「附則第１２条第２４項」を「附則第１２条第１５項」に、「同条第１７項」を

「同条第８項」に改め、同条第６項中「附則第１２条第２６項」を「附則第１２条第

１７項」に改め、同条第７項中「附則第７条第９項各号」を「附則第７条第８項各号」

に改め、同項第４号中「附則第１２条第３０項」を「附則第１２条第２１項」に改め、

同項第６号中「附則第１２条第３１項」を「附則第１２条第２２項」に改め、同条第

８項中「附則第７条第１０項各号」を「附則第７条第９項各号」に改め、同項第５号

中「附則第１２条第３８項」を「附則第１２条第２９項」に改め、同条第９項中「附

則第７条第１１項各号」を「附則第７条第１０項各号」に改め、同条第１０項中「附

則第７条第１２項各号」を「附則第７条第１１項各号」に改め、同項第５号中「附則

第１２条第３８項」を「附則第１２条第２９項」に改め、同条第１１項中「附則第７

条第１４項」を「附則第７条第１３項」に、「附則第１２条第２６項」を「附則第



１２条第１７項」に改める。

附則第１１条の見出し中「平成２７年度から平成２９年度まで」を「平成３０年度

から平成３２年度まで」に改め、同条第６号中「にあっては」を「には」に改める。

附則第１１条の２の見出し中「平成２８年度又は平成２９年度」を「平成３１年度

又は平成３２年度」に改め、同条第１項中「平成２８年度分又は平成２９年度分」を

「平成３１年度分又は平成３２年度分」に改め、同条第２項中「平成２８年度適用土

地又は平成２８年度類似適用土地」を「平成３１年度適用土地又は平成３１年度類似

適用土地」に、「平成２９年度分」を「平成３２年度分」に改める。

附則第１２条の見出し及び同条第１項中「平成２７年度から平成２９年度まで」を

「平成３０年度から平成３２年度まで」に改め、同条第２項及び第３項中「平成２７

年度から平成２９年度まで」を「平成３０年度から平成３２年度まで」に、「にあっ

ては」を「には」に改め、同条第４項中「平成２７年度から平成２９年度まで」を「平

成３０年度から平成３２年度まで」に、「当該課税標準額」を「前年度分の固定資産

税の課税標準額」に改め、同条第５項中「平成２７年度から平成２９年度まで」を「平

成３０年度から平成３２年度まで」に改める。

附則第１３条の見出し及び同条中「平成２７年度から平成２９年度まで」を「平成

３０年度から平成３２年度まで」に改める。

附則第１５条第１項中「平成２７年度から平成２９年度まで」を「平成３０年度か

ら平成３２年度まで」に改め、同条第２項中「平成３０年３月３１日」を「平成３３

年３月３１日」に改める。

附則第２１条の見出し及び同条第１項中「平成２７年度から平成２９年度まで」を

「平成３０年度から平成３２年度まで」に改め、同条第２項及び第３項中「平成２７

年度から平成２９年度まで」を「平成３０年度から平成３２年度まで」に、「にあっ

ては」を「には」に改め、同条第４項及び第５項中「平成２７年度から平成２９年度

まで」を「平成３０年度から平成３２年度まで」に改める。

附則第２３条の見出し、同条及び附則第２５条の見出し中「平成２７年度から平成

２９年度まで」を「平成３０年度から平成３２年度まで」に改める。

附 則

（施行期日）

第１条 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。



（市民税に関する経過措置）

第２条 別段の定めがあるものを除き、この条例による改正後の新城市税条例（以下

「新条例」という。）第５２条第２項、第３項、第５項及び第６項の規定は、平成

２９年１月１日以後に同条第１項又は第４項の申告書の提出期限が到来する法人の

市民税に係る延滞金について適用する。

（固定資産税に関する経過措置）

第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部分は、

平成３０年度以後の年度分の固定資産税について適用し、平成２９年度分までの固

定資産税については、なお従前の例による。

２ 平成２８年４月１日から平成３０年３月３１日までの間に取得された地方税法等

の一部を改正する法律（平成３０年法律第３号）第１条の規定による改正前の地方

税法（昭和２５年法律第２２６号）附則第１５条第２項に規定する施設又は設備に

対して課する固定資産税については、なお従前の例による。

（都市計画税に関する経過措置）

第４条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中都市計画税に関する部分は、

平成３０年度以後の年度分の都市計画税について適用し、平成２９年度分までの都

市計画税については、なお従前の例による。


